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  （証券コード　194 5）
  平 成 2 3 年 ６ 月 ７ 日

株 主 各 位  

　 　 　 　 　　 　
 東 京 都 港 区 新 橋 六 丁 目 ９ 番 ７ 号
 株 式 会 社 東京エネシス
 代表取締役社長

　
猪 野 博 行
　

第64期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

　このたびの東日本大震災により被災された皆様には、心よりお見舞い

申しあげますとともに、被災地の一日も早い復興をお祈りいたします。

　さて、当社第64期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、

ご出席くださいますようお願い申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封

の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成23年６月28日（火曜日）午後

５時30分までに到着するようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 平成23年６月29日（水曜日）午前10時

２．場 所 東京都港区高輪四丁目10番30号

　 　 品川プリンスホテル　メインタワー26階「日光」

　 　 （末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．株主総会の目的事項 

　報 告 事 項  １．第64期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

 事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会

 の連結計算書類監査結果報告の件

　   ２．第64期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

 計算書類報告の件　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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　決 議 事 項  

　第１号議案 剰余金の処分の件

　第２号議案 取締役９名選任の件

以　上



◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた

場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.qtes.co.jp/）に

掲載させていただきます。
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（添付書類）
　

事　 業　 報　 告
 （平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

　

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

　当社グループのコア事業である電力関連設備工事の受注環境は、電力会社

における発電設備の定期点検周期に係る工事の減少や原価低減方策の推進に

より、厳しい状況が続きました。さらに、３月11日に発生しました東日本大

震災により電力会社の発電設備等が大きな被害を受けたことから、今後の受

注見通しにつきましては、予断を許さない状況となりました。　

　このような情勢下にあって、当社グループは、長年にわたり蓄積してきた

施工技術力を活かした技術提案型営業により受注の確保に努めてまいりまし

た。

　発電設備工事業におきましては、火力発電所の新増設工事、原子力発電所

の耐震強化工事、発電設備等の保守点検工事に取り組んでまいりました。

　電気・通信設備工事業におきましては、変電設備の新設・改修工事、携帯

電話の基地局設置工事やケーブルテレビ関連工事等に取り組むとともに、デ

ータセンターや公共施設及び市街地再開発事業に伴う電気設備工事、工場等

の空調設備関連工事等を積極的に進めてまいりました。

　また、東日本大震災の対応につきましては、発生直後から本社及び現地に

緊急対策本部を設置し、当社社員の安否確認に努めるとともに、地震及び津

波により被災した発電設備等の復旧工事に全社を挙げて取り組む体制をとり

ました。当社の被害状況につきましては、社員全員の無事を確認しておりま

すが、設備全体の状況につきましては、現時点におきまして、福島地区等に

おける設備の状況が全て把握できていないことから、今後新たな損失が発生

する可能性があります。発電設備等の復旧工事につきましては、福島第一及

び福島第二の原子力発電所の安定化のための作業に全力を傾注するとともに、

被災した広野、常陸那珂、鹿島の各火力発電所におきましても、電力の安定

供給確保のため、運転再開に向けて復旧作業を続けております。　

　これらの結果、当期の業績につきましては、受注高は、発電設備工事業で

は、火力部門が発電設備の新増設工事等により増加となりましたが、原子力
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部門が震災の影響による工事契約の解除等により減少となりましたので、前

期比107億35百万円減の298億84百万円となりました。電気・通信設備工事業

では、変電部門等が減少となりましたが、電設部門のデータセンターの電気

設備工事及び通信部門の増加により、前期比６億30百万円増の118億43百万円

となりました。この結果、受注高の総額では、前期比99億24百万円減の424億

94百万円となりました。

　売上高は、発電設備工事業では火力、水力部門が定期点検工事等により増

加となったものの、原子力部門が震災の影響による工事契約の解除等により

減少となりましたので、前期比42億20百万円減の356億円となりました。電

気・通信設備工事業では、空調部門が減少となりましたが、変電部門の変電

所設備の新設・改修工事及び電設、通信部門の増加により、前期比11億93百

万円増の116億65百万円となりました。この結果、売上高の総額では、前期比

28億45百万円減の480億32百万円となりました。

　次期繰越高は、震災の影響による工事契約の解除等により減少となりまし

たので、前期比55億37百万円減の213億97百万円となりました。

　利益面につきましては、経営全般にわたる原価低減に努めましたが、売上

高減少の影響により、営業利益は前期比38百万円減の20億11百万円、経常利

益は前期比１億18百万円減の22億５百万円となりました。当期純利益は、被

災等による特別損失を計上いたしましたが、耐震強化を目的とした本社社屋

の移転計画に基づき、譲渡いたしました現本社の土地及び社屋の譲渡益を特

別利益に計上いたしましたことにより、前期比１億18百万円増の13億44百万

円となりました。

　　

企業集団の受注高・売上高・繰越高 （単位　百万円）

区 分 前期繰越高 受 注 高 売 上 高 次期繰越高

発電設備工事業 21,717 29,884 35,600 16,001

電気・通信設備工事業 5,217 11,843 11,665 5,395

その他の事業 － 699 699 －

差 異 調 整 額 － 67 67 －

合 計 26,935 42,494 48,032 21,397
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(2) 設備投資及び資金調達の状況

① 設備投資の状況

　当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額は4,988百万円であ

　り、その主なものは次のとおりであります。　

賃貸マンションの新設（神奈川県横浜市）

新本社社屋用地の取得（東京都中央区）

なお、現本社の土地及び社屋につきましては譲渡しております。

　

　　② 資金調達の状況

　特に記載すべき重要な事項はありません。　
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(3) 対処すべき課題

　今後の見通しにつきましては、震災の影響により電力会社の設備投資等の

動向が不透明な状況にあり、当社グループを取り巻く経営環境は、予断を許

さない状況が続くものと思われます。　

　このような状況の中で、今後も作業の安全確保を最優先に考え、福島第一

及び福島第二の原子力発電所の安定化に向けた作業並びに被災した火力発電

所の復旧作業に全社を挙げ取り組んでまいります。また、夏季や冬季の電力

需要を見据えた電力安定供給のため、火力発電所の運転再開・設備増強工事

に参画してまいります。これまで、当社グループは火力、原子力、水力の各

発電設備工事や変電設備工事を通じて社会基盤形成の一翼を担ってまいりま

した。今後、電力業界のおかれた厳しい情勢の下においても、引き続き不退

転の決意でその役割を果す所存であります。さらに、変化する経営環境に適

応し持続的成長をしていくために、既存事業の確実な実践はもとより、省エ

ネルギー・再生可能エネルギー関連工事の営業強化や非常用電源設置工事等

の新規工事を発掘し、空調、電設、通信部門の新規顧客を獲得することによ

り各事業の受注・売上を拡大するとともに、徹底した原価低減により利益の

確保を図ってまいります。また、グループ会社及び協力会社と一体となった

安全・施工品質の確保を図ってまいります。

　当社グループは、戦後間もないエネルギーや食料不足の中、戦災などから

の発電所の復旧工事より始まり、「電力設備を支える」という使命感が社員

一人ひとりに受け継がれてまいりました。今般の震災にあたって、再度この

使命を想起し、「暮らしのより確かな基盤をつくる」という経営理念の下、

全社一丸となって、復旧工事を完遂するとともに厳しい経営環境に立ち向か

っていく所存であります。　

　株主の皆様におかれましては、何卒今後とも格別のご支援、ご鞭撻を賜り

ますようお願い申しあげます。

　　
(注)区分に対応した部門等の名称

区 分 部 門 等

発 電 設 備 工 事 業 火力部門、原子力部門、水力部門

電気・通信設備工事業 変電部門、空調部門、電設部門、通信部門

そ の 他 の 事 業 不動産事業、リース・レンタル事業、保険代理業
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(4) 財産及び損益の状況の推移

① 企業集団の財産及び損益の状況の推移 （単位　百万円）

区 分
第　61　期

（平成19年度）
第　62　期

（平成20年度）
第　63　期
(平成21年度)

第64期(当期)
(平成22年度)

受 注 高 49,812 51,702 52,419 42,494

売 上 高 52,090 52,936 50,878 48,032

当 期 純 利 益 1,237 1,189 1,225 1,344

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

34円89銭 33円95銭 35円１銭 38円40銭

総 資 産 60,364 60,557 60,612 60,357

　

② 当社の財産及び損益の状況の推移 （単位　百万円）

区 分
第　61　期

（平成19年度）
第　62　期

（平成20年度）
第　63　期
(平成21年度)

第64期(当期)
(平成22年度)

受 注 高 47,244 47,877 48,549 39,363

売 上 高 49,116 50,126 47,037 44,756

当 期 純 利 益 1,156 966 1,055 1,236

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

32円63銭 27円59銭 30円14銭 35円32銭

総 資 産 56,771 56,505 56,589 56,770
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(5) 重要な親会社及び子会社の状況（平成23年３月31日現在）

① 親会社との関係

　該当事項はありません。

　

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
出 資 比 率

主 要 な 事 業 内 容

 百万円 ％  

東工企業株式会社 100 100 不動産の賃貸及び管理並びに電線類の売買

株式会社バイコム 10 100 機械装置・工具・車両等の賃貸及び売買

株式会社テクノ東京 10 100 発電設備・電気通信設備の工事の請負

東工電設株式会社 20 100 発電設備・変電設備の工事の請負

株式会社清田工業 50 40 給排水設備・空調設備の工事の請負

株 式 会 社  東  輝 10 100 損害保険代理業

(注)出資比率の計算は、間接保有を含んでおります。

　

③ その他

東京電力株式会社は、当社の株式を9,064千株（出資比率24.33％）所有し

ており、当社は同社の持分法適用の関連会社であります。　　

　

(6) 主要な事業内容（平成23年３月31日現在）

　当社グループは、電力設備・一般電気設備・情報通信設備及び空調設備の

設計並びに施工を主な事業とし、さらに不動産の賃貸及び管理、工具備品・

車両等のリース・レンタル並びに保険代理業等の事業活動を展開しておりま

す。
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(7) 主要な営業所及び工場（平成23年３月31日現在）

① 当社

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 東 京 都  港  区 福 島 支 社 福 島 県 双 葉 郡

京 浜 支 社 神奈川県 川 崎 市 新 潟 支 社 新 潟 県 柏 崎 市

千 葉 支 社 千 葉 県 市 原 市 青 森 支 社 青 森 県 上 北 郡

茨 城 支 社 茨 城 県 神 栖 市 総合技術センター 千 葉 県 千 葉 市

　

② 子会社

会 社 名 所 在 地

東工企業株式会社 東 京 都 港 区

株式会社バイコム 東 京 都 足 立 区

株式会社テクノ東京 東 京 都 足 立 区

東工電設株式会社 東 京 都 足 立 区

株式会社清田工業 東 京 都 中 央 区

株 式 会 社  東  輝 東 京 都 港 区

　

(8) 従業員の状況（平成23年３月31日現在）

① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

1,464名 39名増

(注)従業員数は就業人員であります。

　

② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,278名 23名増 44.1歳 18.8年

(注)従業員数は就業人員であり、受入出向者11名を含み、他社への出向者31名は含んでおりま

せん。
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２．会社の株式に関する事項（平成23年３月31日現在）
(1) 発行可能株式総数
　

72,589,000株

(2) 発行済株式の総数
　

37,261,752株

(3) 株   主   数
　

4,100名

(4) 大   株   主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

　 千株 ％
東 京 電 力 株 式 会 社 9,064 25.90

東 京 エ ネ シ ス 社 員 持 株 会 1,881 5.38

株 　 式 　 会 　 社 　  東 　  　 芝 1,331 3.80

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口） 1,117 3.19

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口） 1,063 3.04

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口９） 775 2.21

太 平 電 業 株 式 会 社 700 2.00

CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 612 1.75

新 日 本 空 調 株 式 会 社 600 1.71

三 菱 電 機 株 式 会 社 386 1.10

(注)１．当社は、自己株式2,258千株を保有しておりますが、上記大株主から除外しております。
２．持株比率の計算は、自己株式を控除しております。
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３．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成23年３月31日現在）

会社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況 氏 名

代表取締役社長　 猪 野 博 行

常 務 取 締 役（工務本部長）　 芦 田 宏 大

常 務 取 締 役（火力本部長） 深 澤 義 典

常 務 取 締 役（原子力本部長） 鈴 木 康 郎

取 締 役（原子力本部長代理兼原子力技術部長） 鈴 木 　 均

取 締 役（お客さま本部長） 青 栁 孝 治

取 締 役（総務部・経理部担任） 篠 原 宏 昭

取 締 役（情報ネットワーク統括部担任）　　 松 浦 一 郎

取 締 役（経営企画室長）　 石 井 元 継

常 勤 監 査 役 佐 藤 道 夫

常 勤 監 査 役 滑 川 幸 

監 査 役
（東京電力株式会社代表取締役副社長、
　株式会社高岳製作所社外取締役）

皷 　 紀 男

監 査 役（東光工運株式会社顧問） 植 松 道 明

(注)１．常勤監査役 佐藤道夫、監査役 皷紀男及び植松道明の３氏は、社外監査役であります。

２．常勤監査役 佐藤道夫氏は、電力会社において長年にわたり経理業務を担当しており、

財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

３．平成22年６月29日開催の第63期定時株主総会終結の時をもって、取締役 小島民生、

　　家田洋及び浜田憲二郎の３氏が任期満了により退任し、監査役 湯浅洽司氏が辞任によ

り退任いたしました。

４．平成22年６月29日開催の第63期定時株主総会において、新たに猪野博行、鈴木康郎、

松浦一郎及び石井元継の４氏が取締役に、滑川幸氏が監査役に選任され、それぞれ

就任いたしました。
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

① 当期に係る報酬等の額

区 分 人 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 12名 １億47百万円

監 査 役 ５名 44百万円（うち社外監査役３名 26百万円）

(注)１．定時株主総会決議による報酬限度額は、次のとおりであります。

　　　　取締役　年額２億50百万円以内（平成22年６月29日定時株主総会決議）

　　　　監査役　年額　　70百万円以内（平成20年６月27日定時株主総会決議）

２．取締役・監査役の人数及び報酬等の額には、平成22年６月29日開催の第63期定時株主

総会終結の時をもって退任いたしました取締役３名及び監査役１名を含んでおります。

３．取締役の報酬等の額には、取締役賞与支給予定額20百万円を含んでおります。

　

② 社外役員が子会社から受けた役員報酬等の総額

社外監査役１名が当社の子会社から受けた監査役としての報酬等の総額

は１百万円であります。
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(3) 社外役員に関する事項

区　分 氏　名 重要な兼職の状況 主な活動状況

社　外

監査役
佐藤道夫 －

当期開催の取締役会15回及び監査役会14回

すべてに出席し、常勤の監査役として財務

及び会計に関する経験及び知見等に基づき

発言を行っております。

社　外

監査役
皷　紀男

東京電力株式会社

代表取締役副社長
　
株式会社高岳製作所

社外取締役

当期開催の取締役会15回のうち11回に、監

査役会14回のうち９回に出席し、電力会社

の役員としての経験及び知見等に基づき発

言を行っております。

社　外

監査役
植松道明

東光工運株式会社

顧問

当期開催の取締役会15回及び監査役会14回

すべてに出席し、電気機器製造会社等の役

員としての経験及び知見等に基づき発言を

行っております。

(注)１．当社は、東京電力株式会社の持分法適用の関連会社であり、同社と当社との間には、

工事請負等の取引関係があります。

２．株式会社高岳製作所及び東光工運株式会社と当社との間には、重要な取引関係はあり

ません。
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４．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称 新日本有限責任監査法人

　

(2) 当期に係る会計監査人の報酬等の額

 項　　　　目 報酬等の額

①当期に係る会計監査人としての報酬等 39百万円

②当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

39百万円

(注)当社と会計監査人との間の監査契約において、「会社法」に基づく監査と「金融商品取引

法」に基づく監査の監査報酬等の額を区分しておりませんので、上記の金額にはこれらの

合計額を記載しております。

　

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社は、会計監査人が会社法第340条に定める解任事由に該当する場合のほ

か、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合等、会

計監査人として適当でないと判断される場合には、監査役会の同意又は請求

により、会計監査人の解任又は不再任に関する議題を株主総会に提案いたし

ます。
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５．業務の適正を確保するための体制

  会社業務の適正を確保するための体制整備（内部統制システム構築の基本方

針）を取締役会で決議しております。

　

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

 　① 社会規範に沿った事業運営と企業倫理遵守の徹底を図るため、｢東京エネシ

スグループ企業行動憲章」を定め、取締役はこれを率先して実践するとと

もに、執行役員及び従業員がこれを遵守するよう監督する。また、リスク

管理を中心に業務全般を統括管理する「事業運営会議」を設置し、企業倫

理遵守についても、この会議で統括することにより、コンプライアンス経

営の徹底を図る。

   ② 取締役会は、原則として毎月１回、また必要に応じて開催し、法令及び定

款に従い、重要な職務執行について審議・決定するとともに、取締役から

定期的に、また必要に応じて職務執行の状況の報告を受けること等により、

取締役の職務執行を監督する。また、執行役員及び従業員に対して、必要

に応じて職務遂行の状況について、取締役会への報告を求める。

　 ③ 取締役会の機能を補完し、効率的かつ適切な意思決定を図るため、常務会

を設置する。常務会は、原則として毎月１回、また必要に応じて開催し、

取締役会付議事項を含む経営の重要事項について審議する。

　 ④ 取締役は、法令及び定款に適合した適切な経営判断を行うため、常に的確

な情報の収集に努める。

　

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役会、常務会、事業運営会議の議事録その他職務執行に係る情報につ

いては、その作成から利活用、保存、廃棄に至るまでを社内規程で定め、適

切に管理する。

　

(3) リスクの管理に関する規程その他の体制

   ① 取締役は、事業活動に伴うリスクを定期的に、また必要に応じて把握・評

価し、毎年度の経営計画に反映する。また、全社的にリスクの管理がなさ

れるよう、社内規程を整備する。

   ② 個々のリスクの管理は、社内規程に従い業務所管箇所が職務遂行の中で管

理することを基本とし、複数の所管に跨る場合は、部門間協議の上、組織
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横断的なタスクチーム等で適切に管理する。

   ③ 経営に重大な影響を及ぼすおそれのあるリスクについては、「事業運営会

議」において、リスクの現実化の予防に努めるとともに、万一現実化した

場合には、迅速かつ的確に対応することにより、経営に及ぼす影響を最小

限に抑制するよう努める。

   ④ 当社事業運営の基盤をなす「品質」・「安全」・「環境」に係るリスクに

ついては、統合マネジメントシステムに従い、リスクアセスメントを徹底

し、リスクからの回避に努める。

   ⑤ 大規模地震・風水害等の非常災害の発生に備え、対応組織の設置、情報連

絡体制の構築及び定期的な訓練の実施等、適切な体制を整備する。

   ⑥ リスク管理体制の有効性については、内部監査組織が重点監査項目として

定期的に、また必要に応じて監査し、その結果を常務会等に報告する。取

締役は、監査報告を踏まえ、所要の改善を迅速に図る。

　

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

   ① 経営管理サイクルを明示するとともに、管理サイクル上の会議体の位置付

けを明確にし、経営上の重要事項については、取締役会のほか常務会、事

業運営会議、その他の会議体において適宜・適切に審議する等、効率的な

意思決定を図る。

   ② 取締役会の決定に基づく職務執行については、社内規程において責任と権

限を明確にし、取締役、執行役員及び従業員がそれぞれ迅速かつ適切にこ

れを執行する。

   ③ 情報のセキュリティ確保を前提に、業務執行の効率性向上と適正の確保に

資するＩＴ環境の整備を図る。

　

(5) 執行役員及び従業員の職務の遂行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

　 ① 執行役員及び従業員全員が「東京エネシスグループ企業行動憲章」を遵守

するよう、企業倫理統括責任者及び各部署に配置する企業倫理責任者が中

心となり、その定着化と徹底を図る。

   ② 法令や企業倫理上の問題を匿名で相談できる「企業倫理相談窓口」を設置

し、寄せられた事案については「事業運営会議」で審議の上、適切に対応

する。なお、相談者のプライバシーについては、社内規程に従い厳重に保
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護する。

 　③ 職務遂行に係る社内規程の策定にあたっては、遵守すべき法令等を明確に

するとともに、教育研修等によって当該規程に基づく職務遂行の徹底を図

る。

　 ④ 執行役員及び従業員の職務遂行が法令及び定款に適合することを確保する

ため、内部監査組織が、執行役員及び従業員の職務遂行状況について、定

期的に、また必要に応じて監査し、その結果を常務会等に報告する。

取締役は、監査報告を踏まえ、所要の改善を迅速に図る。

　

(6) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

   ① 「東京エネシスグループ企業行動憲章」の下、企業集団として、目指すべ

き共通の方向性及び目標等を中期経営計画・経営目標として示し、その達

成に向け企業集団をあげて取り組む。

   ② 職務執行上の重要な事項については、社内規程等を整備し、子会社からの

事前協議や報告を受ける体制を構築する。また、当社取締役と子会社取締

役が定期的に意見交換を行うこと等により、企業集団全体の経営状況を把

握するとともに、企業集団における経営課題の共有と解決に相互が努める。

   ③ 「企業倫理相談窓口」を企業集団全体で利用できる環境を整えるとともに、

必要に応じて当社の内部監査組織が監査を行うこと等により、企業集団全

体の業務の適正を確保する。

　

(7) 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当

該従業員に関する事項

　監査役の求めに応じて、監査役の職務を補佐する従業員を配置する。ただ

し、専任・兼任については、事前に監査役と協議する。

　

(8) 前号の従業員の取締役からの独立性に関する事項

　監査役の職務を補佐する任に兼務で選任された従業員は、監査役の指揮命

令に優先的に服するものとする。また、その人事に関する事項については、

事前に監査役と協議する。
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(9) 取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報

告に関する体制

　取締役は、会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を発見したときは、

直ちに監査役会に報告するとともに、監査役の求める事項について、必要な

報告を行う。また、執行役員及び従業員から、監査役に対し必要かつ適切な

報告が行われるよう体制を整備する。

　

(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役が常務会その他の重要な会議に出席し、必要に応じて意見を述べる

ことのできる体制を整備する。

② 会計監査人及び内部監査組織が、監査役と連携を図るための環境を整える

等、監査役監査の実効性を確保するための体制を整備する。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成23年３月31日現在）

（単位　百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の  部）  （負 債  の  部）  

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

有 価 証 券

未 成 工 事 支 出 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

32,505

4,716

14,426

7,536

2,898

1,034

1,896

△4

27,851

(18,827)

6,954

152

577

10,888

11

242

(98)

(8,925)

6,494

1,965

531

△65

流 動 負 債 10,530

支払手形・工事未払金等 5,596

短 期 借 入 金 334

未 払 法 人 税 等 718

未 成 工 事 受 入 金 280

役 員 賞 与 引 当 金 31

完成工事補償引当金 41

工 事 損 失 引 当 金 702

そ の 他 2,826

固 定 負 債 5,931

長 期 借 入 金 246

繰 延 税 金 負 債 29

退 職 給 付 引 当 金 5,385

役員退職慰労引当金 24

資 産 除 去 債 務 128

そ の 他 116

負 債 合 計 16,462

（ 純 資 産 の 部 ）  

株 主 資 本 43,807

資 本 金 2,881

資 本 剰 余 金 3,730

利 益 剰 余 金 38,182

自 己 株 式 △986

その他の包括利益累計額 △128

その他有価証券評価差額金 △128

少 数 株 主 持 分 216

純 資 産 合 計 43,895

資 産 合 計 60,357 負債・純資産合計 60,357
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連 結 損 益 計 算 書
 （平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

（単位　百万円）

科 目 金 額

売 上 高 　         

完 成 工 事 高 　     48,032

売 上 原 価 　         

完 成 工 事 原 価 　     42,489

売 上 総 利 益 　         

完 成 工 事 総 利 益 　     5,542

販売費及び一般管理費 　     3,530

営 業 利 益 　     2,011

営 業 外 収 益 　         

受 取 利 息 配 当 金 　 174     

そ の 他 　 38 212

営 業 外 費 用 　         

支 払 利 息 　 18     

そ の 他 　 0 18

経 常 利 益 　     2,205

特 別 利 益 　   

固 定 資 産 売 却 益 　 518     

そ の 他 　 27 545

特 別 損 失 　   

災 害 に よ る 損 失 　 237     

固 定 資 産 除 却 損 　 40     

投 資 有 価 証 券 評 価 損 　 51     

そ の 他 　 42 371

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 　     2,379

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 　 859     

法 人 税 等 調 整 額 　 152 1,011

少数株主損益調整前当期純利益 　     1,367

少 数 株 主 利 益 　     23

当 期 純 利 益 　     1,344
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連結株主資本等変動計算書
（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

（単位　百万円）

 
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成22年３月31日残高 2,881 3,729 37,363 △980 42,993

連結会計年度中の変動額      

剰 余 金 の 配 当   △525     △525

当 期 純 利 益   1,344     1,344

自 己 株 式 の 取 得          △6 △6

自 己 株 式 の 処 分  0     0 0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

              

連結会計年度中の変動額合計 － 0 819 △5 813

平成23年３月31日残高 2,881 3,730 38,182 △986 43,807

 
その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券評価差額金 その他の包括利益累計額合計

平成22年３月31日残高 1,767 1,767 193 44,954

連結会計年度中の変動額     

剰 余 金 の 配 当    △525

当 期 純 利 益    1,344

自 己 株 式 の 取 得    △6

自 己 株 式 の 処 分    0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△1,896 △1,896 23 △1,872

連結会計年度中の変動額合計 △1,896 △1,896 23 △1,058

平成23年３月31日残高 △128 △128 216 43,895
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連　結　注　記　表
　

【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記】

１. 連結の範囲に関する事項

　子会社（６社）は、すべて連結しております。

　子会社の名称は、東工企業㈱、㈱バイコム、㈱テクノ東京、東工電設㈱、㈱清田工業、

㈱東輝であります。

　

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社又は関連会社

　該当事項はありません。

(2) 持分法を適用していない関連会社名

　該当事項はありません。

（持分法を適用していない関連会社の異動）　

　持分法を適用していない関連会社であった新潟クリエイティブ工業㈱は、株式の全

部を売却したため、関連会社ではなくなりました。

　

３．会計処理基準に関する事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 ………… 償却原価法（定額法）

その他有価証券  

時価のあるもの ………… 連結決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

時価のないもの ………… 移動平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金 ………… 個別法による原価法
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(2) 減価償却資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産 ………… 定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法によってお

ります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建物・構築物　　　10～50年

　　機械・運搬具　　　５～10年

　　工具器具・備品　　２～15年

（リース資産を除く）

無 形 固 定 資 産 ………… 定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。

（リース資産を除く）

リ ー ス 資 産 ………… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

(3) 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 ………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

役員賞与引当金 ………… 役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当

連結会計年度末における支給見込額を計上しており

ます。

完成工事補償引当金 ………… 完成工事にかかる瑕疵担保の費用に備えるため、当

連結会計年度の完成工事高に対する将来の見積補償

額に基づいて計上しております。

工事損失引当金 ………… 受注工事の損失に備えるため、当連結会計年度末の

手持工事のうち、損失が発生すると見込まれ、かつ

金額を合理的に見積ることが可能な工事について、

損失見積額を計上しております。

退職給付引当金 ………… 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。
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なお、連結子会社である㈱清田工業の会計基準変更

時差異（147百万円）については、10年による按分

額を費用処理しております。

数理計算上の差異については、発生した連結会計年

度に全額一括費用処理しております。

役員退職慰労引当金 ………… 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づ

く当連結会計年度末要支給額を計上しております。

(4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

① 完成工事高の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事に

ついては工事完成基準を適用しております。

② 消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

　

４．会計方針の変更

　（資産除去債務に関する会計基準等）

　  当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平

成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　　これにより、営業利益及び経常利益が４百万円、税金等調整前当期純利益が35百万円

それぞれ減少しております。　

　

５．表示方法の変更

　（連結損益計算書関係）

(1) 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平

成20年12月26日）に基づき、「会社法施行規則、会社計算規則等の一部を改正する省令」

（平成21年法務省令第７号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表

示しております。

(2) 前連結会計年度において特別損失の「その他」に含めておりました「固定資産除却損」

（前連結会計年度８百万円）については、重要性が高まったため、当連結会計年度より

区分掲記する方法に変更しております。
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【連結貸借対照表に関する注記】

１．担保に供している資産

　　　株式（投資有価証券）　

　

2百万円

　なお、上記の株式（投資有価証券）については、他社の借入金の担保に供している

ものであります。

２．有形固定資産減価償却累計額 12,702百万円

３．受取手形割引高 54百万円

　

【連結株主資本等変動計算書に関する注記】

１．発行済株式の総数  普通株式 37,261,752株

２．剰余金の配当

(1) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決　議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 262百万円 7.5円 平成22年３月31日 平成22年６月30日

平成22年10月28日
取締役会

普通株式 262百万円 7.5円 平成22年９月30日 平成22年12月２日

(2) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

　平成23年６月29日開催予定の定時株主総会において次のとおり付議することとして

おります。

決　議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 262百万円 7.5円 平成23年３月31日 平成23年６月30日
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【金融商品に関する注記】

１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用について短期的、中長期的運用ともに、安全性の高い金融

商品で運用しております。また、投機目的の取引は行わない方針であります。

資金調達については、運転資金の一部を金融機関より借入れております。

受取手形・完成工事未収入金等に係る一部の信用リスクについては、取引先の信用状

況を継続的に把握して与信管理を行うとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早

期把握や軽減を図っております。

また、有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券や株式であり、定期的

に時価や発行体の財務状況等の把握を行っております。

　

２．金融商品の時価等に関する事項　

平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、

次表には含めておりません。（（注2）を参照してください。）　　

(単位：百万円)

　
連結貸借対照表
計 上 額

時　価 差　額

　(1)現金預金　 4,716 4,716 －

　(2)受取手形・完成工事未収入金等 14,426 　 　

貸倒引当金 △3 　 　

受取手形・完成工事未収入金等(純額) 14,422 14,420 △2

　(3)有価証券及び投資有価証券 　 　 　

①満期保有目的の債券 10,649 10,605 △43

②その他有価証券 3,198 3,198 －

　資産 計 32,987 32,941 △45

　　 支払手形・工事未払金等 5,596 5,596 －

　負債 計 　5,596 5,596 　－

　

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1)現金預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。
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(2)受取手形・完成工事未収入金等　

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間を加

味した利率により割り引いた現在価値によっております。

(3)有価証券及び投資有価証券　

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は

取引金融機関から提示された価格によっております。　

負　債　

支払手形・工事未払金等

これらの時価は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

　

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品　

　(単位：百万円)

　
連結貸借対照表
計 上 額

非上場株式 　183

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか

ら、「(3)有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

　

【１株当たり情報に関する注記】

１．１株当たり純資産額 1,247円87銭

２．１株当たり当期純利益 38円40銭
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貸　借　対　照　表
（平成23年３月31日現在）

（単位　百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  
流 動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

完 成 工 事 未 収 入 金

有 価 証 券

未 成 工 事 支 出 金

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 社 債

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

29,421

2,643

129

13,627

7,436

2,794

915

1,534

339

27,349

(17,030)

5,546

103

364

10,436

336

242

(87)

63

23

(10,231)

4,549

864

1,314

1,301

1,839

425

△64

流 動 負 債 9,190
工 事 未 払 金 5,005
リ ー ス 債 務 104
未 払 費 用 1,520
未 払 法 人 税 等 664
未 成 工 事 受 入 金 162
仮 受 金 605
役 員 賞 与 引 当 金 20
完成工事補償引当金 38
工 事 損 失 引 当 金 571
そ の 他 496

固 定 負 債 5,694
リ ー ス 債 務 228
退 職 給 付 引 当 金 5,225
資 産 除 去 債 務 153
そ の 他 86
負 債 合 計 14,884

（ 純 資 産 の 部 ）  
株 主 資 本 42,014
資 本 金 2,881
資 本 剰 余 金 3,730
資 本 準 備 金 3,723
そ の 他 資 本 剰 余 金 6
利 益 剰 余 金 36,389
利 益 準 備 金 720
そ の 他 利 益 剰 余 金 35,669
配 当 準 備 積 立 金 1,000
固定資産圧縮積立金 395
別 途 積 立 金 29,000
繰 越 利 益 剰 余 金 5,274

自 己 株 式 △986
評価・換算差額等 △129
その他有価証券評価差額金 △129
純 資 産 合 計 41,885

資 産 合 計 56,770 負債・純資産合計 56,770
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損　益　計　算　書
 （平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

（単位　百万円）

科 目 金 額

売 上 高 　         

完 成 工 事 高 　     44,756

売 上 原 価 　         

完 成 工 事 原 価 　     40,089

売 上 総 利 益 　         

完 成 工 事 総 利 益 　     4,666

販売費及び一般管理費 　     2,938

営 業 利 益 　     1,727

営 業 外 収 益 　         

受 取 利 息 配 当 金 　 208     

そ の 他 　 36 244

営 業 外 費 用 　         

支 払 利 息 　 2     

そ の 他 　 0 3

経 常 利 益 　     1,969

特 別 利 益 　   

固 定 資 産 売 却 益 　 518     

そ の 他 　 24 542

特 別 損 失 　   

災 害 に よ る 損 失 　 237     

固 定 資 産 除 却 損 　 40     

投 資 有 価 証 券 評 価 損 　 51     

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 　 46     

そ の 他 　 9 384

税 引 前 当 期 純 利 益 　     2,127

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 　 794     

法 人 税 等 調 整 額 　 96 891

当 期 純 利 益 　     1,236
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株主資本等変動計算書
 （平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

（単位　百万円）

 

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利 益
剰余金
合 計

配当準備
積 立 金

固定資産
圧 縮
積 立 金

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

平成22年３月31日残高 2,881 3,723 6 3,729 720 1,000 151 29,000 4,806 35,678

事業年度中の変動額           

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 積 立

      246  △246 －

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

      △3  3 －

剰余金の配当         △525 △525

当 期 純 利 益         1,236 1,236

自己株式の取得              

自己株式の処分   0 0       

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

          

事業年度中の変動額合計 － － 0 0 － － 243 － 468 711

平成23年３月31日残高 2,881 3,723 6 3,730 720 1,000 395 29,000 5,274 36,389

 
株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算差額等
合 計

平成22年３月31日残高 △980 41,308 1,767 1,767 43,075

事業年度中の変動額 　 　    

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 積 立

　 ―         ―

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

　 ―         ―

剰余金の配当 　 △525   △525

当 期 純 利 益 　 1,236   1,236

自己株式の取得 △6 △6   △6

自己株式の処分 0 0   0

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

　  　 △1,896 △1,896 △1,896

事業年度中の変動額合計 △5 705 △1,896 △1,896 △1,190

平成23年３月31日残高 △986 42,014 △129 △129 41,885
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個　別　注　記　表
　

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券………………償却原価法（定額法）

子 会 社 株 式………………移動平均法による原価法

その他有価証券   

時価のあるもの……………決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの……………移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金………………個別法による原価法

　

２．固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産………………定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法によって

おります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建物・構築物　　　10～50年

　　機械・運搬具　　　５～10年

　　工具器具・備品　　２～15年

（リース資産を除く）

無 形 固 定 資 産………………定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

（リース資産を除く）

リ ー ス 資 産………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。
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３．引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

役員賞与引当金………………役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、

当事業年度末における支給見込額を計上しており

ます。

完成工事補償引当金………………完成工事にかかる瑕疵担保の費用に備えるため、

当事業年度の完成工事高に対する将来の見積補償

額に基づいて計上しております。

工事損失引当金………………受注工事の損失に備えるため、当事業年度末の手

持工事のうち、損失が発生すると見込まれ、かつ

金額を合理的に見積ることが可能な工事について、

損失見積額を計上しております。

退職給付引当金………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

数理計算上の差異については、発生した事業年度

に全額一括費用処理しております。

　

４．完成工事高の計上基準

　  当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事

進行基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成

基準を適用しております。

　

５．消費税等の会計処理

　  税抜方式によっております。
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６．会計方針の変更

　（資産除去債務に関する会計基準等）

　  当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20

年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　　これにより、営業利益及び経常利益が５百万円、税引前当期純利益が51百万円それぞ

れ減少しております。

　 　

７．表示方法の変更

　（貸借対照表関係）

　　前事業年度において流動資産の「その他」に含めておりました「未収入金」（前事業

年度１億49百万円）については、重要性が高まったため、当事業年度より区分掲記する

方法に変更しております。　　　

　（損益計算書関係）

　　前事業年度において特別損失の「その他」に含めておりました「固定資産除却損」（前

事業年度８百万円）については、重要性が高まったため、当事業年度より区分掲記する

方法に変更しております。

　

【貸借対照表に関する注記】

１．担保に供している資産 　

　　　株式（投資有価証券） 2百万円

　なお、上記の株式（投資有価証券）については、他社の借入金の担保に供している

ものであります。

２．有形固定資産減価償却累計額 11,367百万円

３．関係会社に対する金銭債権・債務

　短期金銭債権 10,560百万円

　長期金銭債権 1,299百万円

　短期金銭債務 437百万円

　長期金銭債務 225百万円
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【損益計算書に関する注記】

１．工事進行基準による完成工事高 19,741百万円

２．関係会社との取引高

　売上高 29,758百万円

　仕入高 3,741百万円

　その他営業取引高 31百万円

　営業取引以外の取引高 139百万円

　

【株主資本等変動計算書に関する注記】

当事業年度末における自己株式の数

 　　　　　　　　　　　　　普通株式 2,258,846株

　

【税効果会計に関する注記】

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

１．繰延税金資産

退職給付引当金 2,126百万円

賞与未払金 539百万円

工事損失引当金 232百万円

その他有価証券評価差額金 167百万円

その他 451百万円

 　　　　　　　　　繰延税金資産小計 3,518百万円

評価性引当額 △277百万円

 　　　　　　　　　繰延税金資産合計 3,240百万円

２．繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △271百万円

その他有価証券評価差額金 △214百万円

 　　　　　　　　　繰延税金負債合計 △485百万円

 　　　　　        繰延税金資産の純額 2,754百万円

　

【リースにより使用する固定資産に関する注記】

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、業務用車両及び備品等の一部については、所有権

移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

１．当事業年度末における取得原価相当額 179百万円

２．当事業年度末における減価償却累計額相当額 144百万円

３．当事業年度末における未経過リース料相当額 34百万円
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【関連当事者との取引に関する注記】

　１．親会社及び法人主要株主等　

種 類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有 )割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

その他の
関係会社

東京電力㈱

被所有

直接26.3％
間接 0.0％

電力関連設備
工事の請負

役員の兼任等

電力関連設備
工事の施工等

29,746百万円

完成工事未収入金

未収入金

仮受金　

9,004百万円

1,456百万円

605百万円

（注）１. 取引条件及び取引条件の決定方針等
工事の受注については、市場価格等を勘案し、価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定してお
ります。　

２. 取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。　
　

　２．子会社及び関連会社等　

種 類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有 )割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 東工企業㈱
所有
直接100％

資金の貸付

役員の兼任等
資金の貸付 －

その他の流動資産

(短期貸付金)

長期貸付金

88百万円

　

1,299百万円

（注）　　取引条件及び取引条件の決定方針等
資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。　
　

【１株当たり情報に関する注記】

１．１株当たり純資産額 1,196円63銭

２．１株当たり当期純利益 35円32銭
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連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成 2 3 年５月 1 3 日 
 株式会社　東京エネシス  

 取 締 役 会　御中  

 新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人  

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 池 上 　 玄 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 太 田 周 二 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 白 羽 龍 三 ㊞

 

 　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社東京エネシス
の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、
すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び
連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあ
り、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準
拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽
の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査
を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営
者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検
討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための
合理的な基礎を得たと判断している。
  当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、株式会社東京エネシス及び連結子会社か
ら成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべて
の重要な点において適正に表示しているものと認める。　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。
　

以　上
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計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成 2 3年５月 1 3 日 

 株式会社　東京エネシス  

 取 締 役 会　御中  

 新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人  

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 池 上 　 玄 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 太 田 周 二 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 白 羽 龍 三 ㊞

 

 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社東京エ
ネシスの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第64期事業年度の計算
書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属
明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書
類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細
書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。
監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の
結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附
属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。
　

以　上
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監査役会の監査報告

 監  査  報  告  書  

 　当監査役会は、平成22年４月1日から平成23年３月31日までの第64期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審
議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下の
とおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実
施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査方
針、監査計画等に従い、取締役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集
及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席
し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本店及び主要な事業所に
おいて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載され
た取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行
規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)について、
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受
け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社については、
子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じ
て子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度
に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して
いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月
28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附
属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。　
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 ２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を
正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反
する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締
役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当である
と認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当である
と認めます。
　

 

　 平成23年５月16日 　

　 株式会社東京エネシス　監査役会 　

　 常勤監査役（社外監査役） 佐 藤 道 夫 ㊞
常勤監査役　 滑 川 幸  ㊞
監　査　役（社外監査役） 皷 　 紀 男 ㊞
監　査　役（社外監査役） 植 松 道 明 ㊞

　

以　上
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株主総会参考書類
　

議案及び参考事項

　

第１号議案　剰余金の処分の件
  当社は、中長期的な視点に立ち、安定した配当の継続を基本に、業績、内部留
保の状況及び今後の事業展開への備え等を総合勘案して配当を実施することとし
ております。
  期末配当金につきましては、当期の業績等を勘案し、中間配当金と同様１株に
つき７円50銭とさせていただきたいと存じます。
  これにより、中間配当金を含めました当期の配当金は、１株につき15円となり
ます。
期末配当に関する事項
(1) 配当財産の種類

 　　 金銭
(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金７円50銭　総額262,521,795円

(3) 剰余金の配当が効力を生ずる日
　平成23年６月30日
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第２号議案　取締役９名選任の件
　取締役全員（９名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取
締役９名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式数

１

い

猪
の

野
ひろ

博
ゆき

行
(昭和23年１月27日生)

昭和46年４月　東京電力㈱入社

平成14年６月　同社火力部長

平成15年６月　同社取締役火力部長

平成18年６月　同社常務取締役

平成20年６月　同社代表取締役副社長技術開

発本部長

平成22年６月　当社代表取締役社長　

現在に至る　

17,000株

２

あし

芦
だ

田
ひろ

宏
お

大
(昭和22年12月13日生)

昭和46年４月　当社入社

平成18年６月　当社執行役員工務本部副本部

長兼水力工事部長

平成19年６月　当社取締役工務本部長

平成20年６月　当社常務取締役工務本部長

現在に至る

11,000株

３

ふか

深
ざわ

澤
よし

義
のり

典
(昭和24年11月６日生)

昭和48年４月　当社入社

平成19年６月　当社取締役火力本部長代理兼

火力技術部長

平成20年６月　当社取締役火力本部長

平成21年６月　当社常務取締役火力本部長

現在に至る

6,000株

４

すず

鈴
き

木
やす

康
ろう

郎
(昭和27年５月14日生)

昭和52年４月　東京電力㈱入社

平成16年６月　同社原子力技術・品質安全部

長

平成19年６月　同社理事

平成22年６月　当社常務取締役原子力本部長

現在に至る　

4,000株
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取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式数

５

すず

鈴
き

木 　
ひとし

均
(昭和24年11月29日生)

昭和47年４月　当社入社

平成16年６月　当社業務管理部長

平成19年６月　当社執行役員原子力本部副本

部長兼原子力技術部長

平成20年６月　当社取締役原子力本部長代理

兼原子力技術部長

現在に至る　

8,000株

６

あお

青
やぎ

栁
こう

孝
じ

治
(昭和22年12月10日生)

昭和49年４月　東京電力㈱入社

平成13年７月　同社中央火力事業所大井火力

発電所長兼品川火力発電所長

兼品川火力建設所長

平成15年７月　当社特任理事お客さま本部副

本部長兼お客さまセンター長

平成21年６月　当社取締役お客さま本部長

現在に至る　

9,000株

７

しの

篠
はら

原
ひろ

宏
あき

昭
(昭和28年７月27日生)

昭和52年４月　東京電力㈱入社

平成15年７月　同社柏崎刈羽原子力発電所副

所長

平成17年６月　同社秘書部長

平成21年６月　当社取締役総務部・経理部担

任

現在に至る　

5,000株

８

まつ

松
うら

浦
いち

一
ろう

郎
(昭和23年１月22日生)

昭和50年４月　当社入社

平成15年６月　当社情報ネットワーク部長

平成20年６月　当社執行役員情報ネットワー

ク部長

平成22年６月　当社取締役情報ネットワーク

統括部担任　

現在に至る

16,921株

９

いし

石
い

井
もと

元
つぐ

継
(昭和29年２月６日生)

昭和51年４月　当社入社

平成19年６月　当社経営企画室長

平成21年６月　当社執行役員経営企画室長

平成22年６月　当社取締役経営企画室長

現在に至る

3,100株

(注)取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。　
以　上　
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地図

株主総会会場ご案内図
　

会　　場：東京都港区高輪四丁目10番30号
品川プリンスホテル　メインタワー　26階「日光」

電　　話：03-3440-1111（代表）　

高輪テニスセンター

高輪ゴルフセンター

エプソン
品川アクア
スタジアム

アネックスタワー

会場
品川プリンスホテル
　　　メインタワー

イーストタワー

ノ
ー
ス

タ
ワ
ー

ウ
ィ
ン
グ
高
輪

ざ
く
ろ
坂

ウィング高輪

←横浜

第一京浜国道(国道15号線) 横断歩道

国道１号→

高輪口
レ
イ
ン
ボ
ー
ロ
ー
ド(

自
由
通
路)

←羽田空港・横浜

←渋谷・新宿

←横浜
←名古屋・新大阪

JR　品川駅

京浜急行　品川駅

新幹線　品川駅

東京→

銀座→

交通：JR線・京浜急行線　品川駅（高輪口）より徒歩約３分
※ご来場に際しましては、公共交通機関をご利用くださいますよう
お願い申しあげます。




